
 

 

   柏市ひとり親家庭養育費確保支援事業補助金交付要綱  

 

制定  令和３年３月２６日  

施行  令和３年４月  １日  

 

 （目的等）  

第１条  この要綱は，公正証書等の作成及び保証会社を利用して

養育費 を確 保し よ うとす る 柏 市の ひ とり親 家庭 に対 し ， 予算の

範囲内 にお いて ， 柏市ひ とり 親家 庭 養育費 確保 支援 事 業補助金

（以下 「補 助金 」 という 。） を交 付 するこ とに より ， 養育費の

確保の 促進 を図 り ，もっ てひ とり 親 家庭の 経済 的な 自 立への支

援に資することを目的とする。  

２  補助金の交付に関しては，柏市補助金等交付規則（昭和６０

年柏市 規則 第２ ９ 号。以 下「 規則 」 という 。 ） その 他 法令等に

定めるもののほか，この要綱の定めるところによる。  

 （定義）  

第２条  この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，そ

れぞれ当該各号に定めるところによる。  

 (1) ひとり親家庭  母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９

年 法 律 第 １ ２ ９ 号 ） 第 ６ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 配 偶 者 の な い 女

子 又 は 同 条 第 ２ 項 に 規 定 す る 配 偶 者 の な い 男 子 で あ っ て ， 現

に児童を扶養しているものをいう。  

 (2) 養育費  民法（明治２９年法律第８９号）第７６６条第１

項に規定する子の監護に要する費用をいう。  

 （対象）  

第３条  補助金の交付を受けることができる者（以下「 対象者」

と い う 。 ） 及 び 補 助 金 交 付 の 対 象 と す る 経 費 （ 以 下 「 対 象 経

費」という。）は，別表のとおりとする。  

 （補助金の額）  

第４条  補助金の額は，別表のとおりとする。  

 （交付申請）  



第５条  補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」とい

う。） は， 公正 証 書等を 作成 した 日 又は養 育費 保証 契 約を締結

した日 の翌 日か ら 起算し て１ 年 以 内 に，柏 市ひ とり 親 家庭養育

費確保 支援 事業 補 助金交 付申 請書 兼 実績報 告書 （第 １ 号様式）

に次に 掲げ る書 類 を添付 し， 市長 に 申請し なけ れば な らない。

ただし ，公 簿等 に よって 確認 する こ とがで きる 場合 は ，添付書

類を省略することができる。  

 (1) 申請者及びその扶養している児童の戸籍謄本又は抄本  

 (2) 世帯全員の住民票の写し  

 (3) 児童扶養手当証書の写し（児童扶養手当受給者に限る。）  

 (4) 前 年 （ １ 月 か ら ７ 月 ま で の 間 に 申 請 す る 場 合 に は ， 前 々

年 ） の 所 得 の 額 並 び に 扶 養 親 族 等 の 有 無 及 び 数 並 び に 所 得

税 法 （ 昭 和 ４ ０ 年 法 律 第 ３ ３ 号 ） に 規 定 す る ７ ０ 歳 以 上 の

同 一 生 計 配 偶 者 ， 老 人 扶 養 親 族 及 び 特 定 扶 養 親 族 の 有 無 及

び 数 に つ い て の 市 町 村 長 （ 特 別 区 の 区 長 を 含 む 。 以 下 同

じ 。 ） の 証 明 書 （ 同 法 に 規 定 す る 控 除 対 象 扶 養 親 族 （ １ ９

歳 未 満 の 者 に 限 る 。 ） が あ る 者 に あ っ て は ， 当 該 控 除 対 象

扶 養 親 族 の 数 を 明 ら か に す る こ と が で き る 書 類 （ 「 １ ６ 歳

以 上 １ ９ 歳 未 満 の 控 除 対 象 扶 養 親 族 に 関 す る 申 立 書 」 ） 及

び 当 該 控 除 対 象 扶 養 親 族 の 前 年 の 所 得 の 額 に つ い て の 市 町

村長の証明書を含む。）  

 (5) 対象経費の領収書等  

 (6) 養育費の取決めが確認できる債務名義  

 (7) 保証会社と締結した保証期間を１年以上とする養育費保証

契 約 書 （ 養 育 費 保 証 契 約 に 要 す る 費 用 を 請 求 す る 場 合 に 限

る。）  

 (8) 個人情報の取り扱いに係る同意書  

 (9) その他，市長が必要と認めるもの  

２  市長は，第１項第５号に規定する書類について，次の事項が

記載され ているこ とを確認す るもの とする。 た だし， 郵便局及

び官公署 が発行す る領収書並 びにレ シートにつ いては ，次の項

目を満た さずとも 正規の領収 書とみ なして取り 扱うこ とができ

る。  



 (1) 宛先  

 (2) 領収年月日  

 (3) 領収金額  

 (4) 取引内容  

 (5) 領収者の住所，氏名及び領収印  

３  市長は，第１項第６号に規定する書類について，次の事項が

記載されていることを確認するものとする。  

 (1) 養育費の取決め  

 (2) 強制執行認諾約款（公正証書に限る。）  

４  市長は，領収書及び養育費の取決めを交わした文書について

は，確認 後，必要 に応じて写 しを取 って本人に 返却す るものと

する。  

 （交付決定）  

第６条  市長は，前条の規定による申請があったときは，当該申

請に係 る書 類に つ いて速 やか に審 査 を行い ，交 付の 可 否及び補

助金額について決定するものとする。  

２  市長は，補助金の交付を決定したときは，申請者に対し柏市

ひとり親 家庭養育 費確保支援 事業補 助金交付決 定通知 書 兼補助

金確定通知書（第２号様式）により通知する。  

３  市長は，補助金を交付することが不適当であると認めたとき

は，柏市 ひとり親 家庭養育費 確保支 援事業補助 金 交付 決定通知

書（第３号 様式） によりその 旨を 申 請者に通知 するも のとする 。  

 （標準処理期間）  

第７条  申請書の提出から補助金の交付の可否の決定までに要す

る標準的な期間は，３０日とする。  

 （交付請求）  

第８条  第６条第２項により交付決定を受けた申請者は，柏市ひ

と り 親 家 庭 養 育 費 確 保 支 援 事 業 補 助 金 交 付 請 求 書 （ 第 ４ 号 様

式）を市長に提出するものとする。  

 （補助金の支払）  

第９条  市長は，前条の補助金交付請求書の提出があったときは，

速やかに当該請求に係る補助金を交付するものとする。  

 （決定の取り消し）  



第１０条  市長は，第６条第２項の規定による通知を行った決定

の内容が，変更等 により補助金の対 象として適当でな くなった

場合に，本補助金 の交付決定を取り 消すことができる ものとし，

柏市ひとり親家庭 養育費確保支援事 業補助金交付決定 取消通知

書（第５号様式）により通知するものとする。  

２  前項の規定による取り消しについて，申請内容に虚偽の記載

がなされる等の不 正な手段によるも のである場合，交 付対象者

から補助金の返還を求めることができる。  

 （補則）  

第１１条  この要綱に定めるもののほか必要な事項は，市長が別

に定める。  

 

   附  則  

 この要綱は，令和３年４月１日から施行する。  

   附  則  

 この要綱は，令和４年６月１０日から施行し，同年３月１日か

ら適用する。  

 



別表（第３条及び第４条）  

補助  

区分  
対象者  対象経費  

補助  

金額  

１  公

正 証 書

等 作 成

に 要 す

る費用  

申 請 日 に お い て 本 市 に 居 住 し ，

住 民 基 本 台 帳 法 （ 昭 和 42 年 法

律 第 81 条 ） に 基 づ く 記 録 を さ

れ て い る 者 で あ り ， か つ ， 次 に

掲 げ る 要 件 を す べ て 満 た す 者 。

た だ し ， 公 正 証 書 等 作 成 に 要 す

る 費 用 を 請 求 す る 場 合 に つ い て

は 第 ５ 号 を 除 き ， 養 育 費 保 証 契

約 に 要 す る 費 用 を 請 求 す る 場 合

については第３号を除く。  

１  児童扶養手当の支給を受け  

 ている者又は同様の所得水準  

 にある者  

２  養育費の取決めの対象とな  

 る児童を現に扶養している者  

３  養育費の取決めに係る経費  

 を負担した者  

４  養育費の取決めに係る債務  

 名義を有している者  

５  保証会社と 1 年以上の養育  

 費保証契約を締結している者  

６  過去に同一区分の補助金を  

 交付されていない者  

養 育 費 の 取 決

め に 要 す る 経

費 と し て ， 公

証 人 手 数 料 令

（ 平 成 5 年 政

令 第 224 号 ）

で 定 め る 公 証

人 手 数 料 又 は

家 庭 裁 判 所 の

調 停 申 し 立 て

に 要 す る 収 入

印 紙 代 ， 連 絡

用 の 郵 便 切 手

代とする。  

実 際 に

支 出 し

た 経 費

と

17,000

円 を 比

較 し て

い ず れ

か 低 い

額  

２  養

育 費 保

証 契 約

に 要 す

る費用  

保 証 会 社 と 養

育 費 保 証 契 約

を 締 結 す る 際

に 要 す る 経 費

の う ち ， 初 回

の 保 証 料 と し

て 本 人 が 負 担

す る 費 用 と す

る。  

実 際 に

支 出 し

た 経 費

と

50,000

円 を 比

較 し て

い ず れ

か 低 い

額  

 


